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「三田学会雑誌」94卷 2 号 （2001年 7 月）

排 出 権 取 引 V S . 技 術 移 転 *

— 地球温暖化問題解決に向けての我国の役割——

藤 田 康 範

1 . はじめに

地球温暖化防止のための国際的枠組の構築は，1997年開催の第3 回気候変動枠組み条約締約国会 

議 （C O P 3 )を契機としてさらに進展することとなった。先進諸国への温暖化ガス排出割当が決定

されるとともに，その排出割当達成のための国際的手法として，国際的排出権取引，共同実施，
( 1 )C D M 等の柔軟性措置が導入されるに至ったのである。これらの柔軟性措置の導入への各国の対応 

は様々である。山ロ他（1999) 等が示すようにアメリカ合衆国は国際的排出権取引に重点を置いて 

いるが，高い温暖化削減技術を保有する我国は，国際的排出権取引のみならず共同実施やC D M を 

活用することが可能であり，「共同実施活動ジャパン•プログラム」等による蓄積を活かして共同実 

施やC D M を推進する姿勢を見せている（通商産業省（1995)，「共同実施等検討委員会」（1998))。
このような状況の下で，我国の政策対応のあり方が重要な検討課題となっている。明日香 

(1 9 9 9 )は 「国際環境政策の策定」が 「日本の国益となり得る検討課題である」と主張しており， 

茅 （1 9 9 9 )もまた，柔軟性措置の利用のあり方の検討が我国の重要課題であると指摘している。柔

* 本研究の作成にあたり，神谷傳造，深海博明，細田衛士，大沼あゆみの諸先生方から有益なコメン 

トを頂いた。查読者の方のコメントも貴重であった。記して謝意を表したい。

( 1 ) 国際的排出権取引とは，温暖化ガス排出規制に服する国の間で排出権を売買することである。温 

暖化ガス排出割当量を越えて温暖化ガスを排出する国が排出権需要者，温暧化ガス排出量が温暖化 

ガス排出害〗当以内の国が排出権供給者となる。一方，共同実施やCDM (clean Development Mech
anism) とは，温暖化ガス削減技術の相対的に高い国が温暖化ガス削減技術の相対的に低い国に対 

して温暖化ガス削減技術の移転を行って温暖化ガスを削減し，その削減量を前者の削減量として認 

証する制度である。共同実施においては両国ともに温暖化ガス排出規制に服しているが，C D Mに 

おいては温暖化ガス削減技術被移転国が温暖化ガス排出規制に服していないという特徴がある。概 

して温暖化ガス排出規制に服する国は先進国（厳密にはAnnex I 国やAnnex B 国）であり，温暖 

化ガス排出規制に服さない国は発展途上国となっている。国際的排出権取引，共同実施，CD Mは， 

それぞれ，京都議定書第17条，第6 条，第12条において定められている。
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軟性措置を我国のみならず世界全体にとってより実りあるものにするために我国はどのような政策 

対応をすべきであろうか。我国政府は我国の高い温暖化ガス排出削減技術の移転を推進して共同実 

施を促進すべきであるのか，あるいは，国際的排出権取引への我国企業の参加を推進すべきである 

のか。一方，我国政府による共同実施推進は世界経済にどのような影響を与えるのであろうか。ま 

た，共同実施を行わずに柔軟性措置として国際的排出権取引のみを活用している国へはどのような 

影響を与えるのであろうか。本研究では，財の貿易も考慮に入れた三国国際経済モデルを構築して 

理論分析を行い，これらの問題に答えることを試みる。

個々の柔軟性措置については，Sm ith  and W illiam s (1982)，W elsch (1993)，Bohm (1994, 1997’ 
1998)，Dudek, D. and J. W einer (1996)，H aites (1998)等によって分析が行われていk 。）本研究で 

は，それらの分析を基盤として，柔軟性措置の複合効果を明らかにすることを試みる。とりわけ本 

研究では，柔軟性措置の導入に発展途上諸国が必ずしも前向きでないことに鑑み，先進国間の柔軟 

性措置に焦点を当て，国際的排出権取引と共同実施が並存する下での我国の役割について考える^
本研究での分析により，我国政府が共同実施を推進することが世界全体の経済厚生を増進し得る 

こと等が導かれる。

以下では第2 節で基本モデルを構築し，続く第3 節では準備的考察として，我国政府が共同実施 

推進活動を行っていない状況について考える。第 4 節以降では我国政府の共同実施推進活動をモデ 

ルに組み入れ，まず第4 節では，需給均衡を導出しその性質を明らかにし，それまでの分析結果 

に基づ'いて，第 5 節で我国政府による共同実施推進活動の開始が世界の経済厚生に与える影響につ 

いて考える。最後に第6 節で本研究を要約して展望を述べる。

(2 )  Fujita (1998) では財の貿易も考慮に入れて温暖化ガス排出割当の水準と各国の利益との関係を明 

らかにすることを試み，財市場が小さい場合や両国への温暖化ガス排出割当が少ない場合には，温 

暖化ガス排出割当が減少することによって，その国の利潤が増加するという結論を導出した。藤田 

(1999b )では，財の貿易も考慮に入れて，どのような場合にC D Mが成立し得るのかを明らかにし， 

その結果を踏まえて，C D Mの存在を前提とした場合に，先進国への温暖化ガス排出割当を多くす 

るべきかどうかについて考えた。先進国への温暖化ガス排出割当を少なくすることが必ずしも地球 

温暖化問題の解決につながらないことが明らかとなった。

( 3 ) 藤田（1 9 9 9 a )では，財の貿易も考慮に入れて，国際的排出権取引とCD Mの複合効果を明らかに 

することを試みた。CDM受入れ国の財市場が拡大した場合は，温暖化ガス排出総量が不連続に増 

加するが，財市場が拡大した場合には，温暖化ガス排出総量が不連続に減少する場合があることが 

明らかとなった。また，排出権供給国の温暖化ガス排出削減費用が低下すると，温暖化ガス排出総 

量が不連続に増加する場合があること，CDM受入れ国の交渉力が増加した場合，排出割当総量一 

定の下で排出権需要国への割当が増加した場合には，温暖化ガス排出総量が不連続に増加する場合 

があることも示されたc
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2 . 基本モデル

1997年のC 0 P 3 は先進諸国への温暖化ガス排出割当を決定するとともに，その割当量を上回る 

温暖化ガスを排出する国の排出割当達成手法として，国際的排出権取引（京都議定書第17条)，共同 

実 施 （同第6 条)，CDM (同第12条）等の柔軟性措置を導入するに至った。アメリカ合衆国は国際 

的排出権取弓丨に重点を置いているが，高い温暖化ガス排出削減技術を有する我国には，国際的排出 

権取引の活用のみならず共同実施やC D M の活用という選択枝も存在する。このような状況におい 

て我国はどのような政策選択を行うべきであろうか。本研究では，柔軟性措置の導入に発展途上諸 

国が必ずしも前向きでないことに鑑み，先進諸国のみから構成される世界経済を考える。先進諸国 

においては国際的排出権取引での排出権供給国や共同実施受入国としてロシアが考えられている。 

我国がロシアなどと共同実施を行う場合，我国との共同実施に参加しないアメリカ合衆国のその他 

の先進国へはどのような影響を与えるのであろうか。この点についても明らかにするために，以下 

では， 日本，アメリカ合衆国，ロシアという3 国の先進諸国から構成される世界経済を考え，温暖 

化ガス削減に関する先進諸国間協力における我国の役割について分析する。以下ではそれぞれの国 

を，J 国，A 国，C 国と表記することとし，それぞれ，Ej,  E a, 五c の水準の温暖化ガス排出割当 

に服しているものとする。E j，E a, 五c は正の定数である。以下では，表記の簡単化のために，

E  = Ej  十 E a +  Ec

と定義する。

各国には代表的企業が一つずつ存在し，財生産を行って世界市場に供給しているものとする。こ 

れら3 国の企業の生産する財は同質であり，その価格は/ 5で一定であるものとする。以下ではJ 
国，A 国，C 国の企業をそれぞれJ 国企業，A 国企業，C 国企業と名づ'け，それぞれの企業の財生 

産水準を，x ，y, 2 と表記する。各国企業は財生産1 単位当り&j, ©a, 0 C 単位の温暖化ガスを 

排出すると仮定し，共同実施が行われていない場合には，畎 = め，&A=dA, 0 C = ルが成り立つ 

ものとする。dh  dA, ルはめ < 队<  ルを満足する正の定数である。J 国企業とC 国企業との間の 

共同実施によってJ 国の温暖化ガス削減技術がC 国へ移転され，C 国企業の単位当り温暖化ガス 

排出量&Cが dc からめへと漸近するものとする。本研究では温暖化ガスの排出源として企業のみ 

を取り上げることとし，各国の温暖化ガス排出量は各国企業の温暖化ガス排出量と一致しているも 

のと仮定する。

J 国企業，A 国企業，C 国企業の財生産のための費用関数を，C j ( x \  CA( y \  C c U )と表記し， 

それぞれについて費用非遲減を仮定する。以下ではそれぞれを
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Cj(x )  =  c jx2 
CA(y) = cAy 2 
Cc(z) =  ccz 2

と特定化する。Cj， Ca, c c は正の定数である。

3 . 準備的考察一我国政府が共同実施推進活動を行っていない状況一

本研究の目的は，国際的排出権取引と共同実施との併存下での我国の役割であるが，モデルの構 

造を明らかにするために，本節では準備的考察として，我国政府が共同実施推進活動を行っていな 

い状況について考える。まず，柔軟性措置として国際的排出権取引のみが行われている場合につい 

て，次いで，共同実施も行われている場合について考察する。柔軟性措置として国際的排出権取引 

のみが行われている場合に排出権価格が内点解として定まる条件の導出，および共同実施の定式化 

が本節の主要目的である。

柔軟性措置として国際的排出権取引のみがわれている場合

まず，温暖化ガス排出削減技術が活用されず，国際的排出権取引のみが行われている経済を考え 

る。想定する経済は価格調整が均衡を達成するワルラス的経済である。すなわち，国際的排出権取 

引における排出権価格w を所与として各国企業が自己の利潤を最大化すベく排出権の需要量ある 

いは供給量を決定し，それらの需給を一致させるように排出権価格の均衡値が定まるものとする。

J 国，A 国，C 国の企業の利潤は

7tj{x) =  P x ^  c jx2 — q { d j x ~ E j )  
nA{y) =  Py  ~  cAy 2~  q{dAy ~ E a)
兀c(z) =  P z — ccz 2 — q ( Ocz — E c)

と表現される。

国際的排出権市場におけるJ 国企業，A 国企業，C 国企業の排出権の超過需要量はdjx — E j， 
Oaij-Ea,  dcz  — E c である。利潤最大化行動の結果として得られる各国企業の生産量をこれらの超 

過需要量に代入することにより，国際的排出権市場におけるJ 国企業，A 国企業，C 国企業の温暖 

化ガスの超過需要量が，それぞれ，

— qOj ) ~  E ；, - ^ ~ ( P  — q6a) - E a, qOc) ~  E c

となる。
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以下では，

(A l)  y ^ P - E c <0

を仮定し，C 国が温暖化ガス排出権供給国であるものとする。この条件は，排出権価格がゼロの場 

合にC 国の超過需要量が負であることを意味している。J 国およびA 国のそれぞれの超過需要量 

については特定化せず，以下ではJ 国およびA 国の超過需要量の総和が正であることのみを仮定

する。

一方，この時温暖化ガス排出権の総超過需要量d]x~YdAy + dcz  — E は

(吾+会 +会 )P- (击 +会 +会 ト £
であるので，

( A 2 )  H 七 、p > E

が成立すれば，国際的排出権取引における温暖化ガス排出権価格の需給均衡値が内点解として定ま 

る。この条件は排出権価格がゼロの場合に総超過需要量が正となることを意味している。以下では 

( A 2 ) を仮定することとする。

( A 1 )および（A 2 ) の仮定の下で，J 国およびA 国が同時に温暖化ガス排出権供給国となるこ 

とはないことが導かれる。また，これらの（A 1 ) および（A 2 ) の仮定の下で，需給均衡における 

各国企業の生産量も内点解として定まる。

柔軟性措置として国際的排出権取引と共同実施が行われている場合

我国企業は温暖化ガス排出削減に関する高い技術を有しているものの，これまでの温暖化ガス排 

出削減量が多いために排出削減の限界費用が高くなっていて国内での温暖化ガス削減が不可能であ 

るが，その技術の国外移転は可能である。すなわち，我国企業は共同実施を行うことが可能である。 

実際，A IJ (Activities Implemented Jo in tly共同実施活動）の経験を活かしてロシアなどと共同実施 

を行うことが計画されている。その一方でアメリ力合衆国は共同実施よりもむしろ排出権取引を重 

視している。以下では，この状況に鑑み，J 国企業とC 国企業とが共同実施を行う経済を考える。

本研究では共同実施を以下のようにモデル化する。すなわち，J 国企業がC 国企業へ温暖化ガス

( 4 ) 本研究では共同実施を疑似市場取引としてモデル化している。現実に即したモデル化は今後の課 

題としたい。
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排出削減技術を移転してC 国企業の温暖化ガス排出量を削減し，その温暖化ガス削減量をJ 国企 

業が自らの排出削減量として認証を受ける制度と共同実施をモデル化する。以下では，共同実施に 

よつて実現するC 国企業の温暖化ガス削減技術水準をm と表記し，そのm の下でのC 国企業の 

単位当り温暧化ガス排出量Qc を

ル，

と特定化する。この式は，共同実施を行わないならば6>c はルに等しいが，m の増加に伴って 

&Cが減少してめに漸近することを表現している。この共同実施に際して，J 国企業およびC 国企 

業はそれぞれ必m 単位およびゴcm 単位の人的資本投入を要すると仮定する。必，dc は正の定数 

である。

共同実施においては共同実施後の技術受入国の排出量をベースラインから差し引いた量が技術移 

転国の排出削減量として認証される。ベースラインとは，仮に共同実施を行わない場合に技術受入 

国が排出したであろうと推測される温暖化ガス排出量のことである。以下では，ベースラインを 

S とし，5  —(め十^ ^ ^ 2 の水準が共同実施による】国の温暖化ガス削減量として認証される 

と仮定する。以下ではB を外生変数として議論を進めることとする。

共同実施についてもワルラス的経済を想定する。すなわち，共同実施においてJ 国企業は温暖化 

ガス削減量の購入に際してC 国企業へ1 単位当りQ の支払いを行い，各国企業はこのQ を所与と 

して行動するという疑似市場を想定する。すなわち，J 国企業およびC 国企業は，それぞれ， m  
に つ い て の 所 望 量 m e を，それぞれの利潤を最大化するようにQ を所与として決定し，m ] =  
m c =  m が成立するよう；こQ の均衡# ;が定まるものとする。

以上の設定において，この場合のJ 国，A 国，C 国の企業の利潤が

7Tj(x, mi )  =  P x  — c;x2 — — — °J ) z ) ~ E j )

— Q ( B  — (Oj + ^ ~ ~ ) z )  — d jm； (1)
兀人y 、ニ Py  — cAy 2—q{0Ay — E a、 (2)
7：c{z, m c) =  P z  — ccz2 + q ( E c — B )  + Q ( B  — ( z) — d cm c (3)

と表現される。

これらの3 式における第1 項と第2 項は財生産からの利潤を表現しており，第 3 項は国際的排出 

権取引における利潤を表現している。また，（1 ) 式第4 項以下は共同実施におけるJ 国企業の利潤 

を表現しており，（3 ) 式第4 項以下は共同実施におけるC 国企業の利潤を表現している。
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4 . 我国政府による共同実施推進下の需給均衡とその性質

以上を基盤として，本節では，我国政府による共同実施推進下の需給均衡とその性質を明らかに 

する。我国政府は我国企業の高い温暖化削減技術の国際的技術移転に関してこれまで「共同実施活 

動ジ ャ パ ン • プログラム」等を行ってきており，今後もその蓄積を活かして共同実施を推進するこ 

とが期待されている（通商産業省（1995)，「共同実施等検討委員会」（1998))。実際，共同実施を行う 

我国企業に対する優遇措置を行って直接的なインセンティヴを与えることが検討されている。この 

ような状況に鑑み，以下では，共同実施を推進するために，我国政府が我国企業に補助金を供与す 

るものとモデル化する。補助金の財源はJ 国消費者からの一括税であるものとする。補助金は従量 

的であるものとし，共同実施においてJ 国企業がC 国企業から1 単位の温暖化ガス排出権を購入 

する際にJ 国政府がJ 国企業にs 単位の補助金を供与するものとすると，補助金供与総額はs ( B  
~ ( d j +  °J ) z ) となるので，この場合のJ 国企業の利潤は

兀j(oc，mj)  =  P x ~  c jx2~ q { d j x  — — — e j)

—( Q ~ s ) ( B  — ( dj +  ^  ^  )z) — djnij  (D

と書き換えられる。第 3 項の（Q —s ) が ( 1 ) 式と相違している。A 国企業およびC 国企業の利潤 

は上述の（2 ) 式および（3 ) 式に等しくなっている。

前節と同様に，想定する経済はワルラス的経済である。すなわち，自己の利潤を最大化すべく J 
国企業はq およびQ を所与として排出権の超過需要量および温暖化ガス排出削減技術移転量を，

A 国企業はq を所与として排出権の超過需要量を，C 国企業はおよび Q を所与として排出権の 

供給量および温暖化ガス排出削減技術受入量を決定し，それぞれの需給を一致させるように/?お 

よびQ の均衡が定まるものとする。

J 国企業の限界生産力原理より

P  = 2cJx Jr qdj (4)

( l  + mjJ)2Z^ ~ Q + S  ̂=  dj (5)
が得られる。（4 ) 式および（5 ) 式はそれぞれ，x およびmパこ閨する限界便益と限界費用との均 

等化条件である。同様に，A 国企業およびC 国企業の限界生産力原理より，それぞれ，

P  = 2cAy + q6a (6)
P = 2 c c z + Q ( 6 J + f f ^ r ) (7)
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dc — dj n  ,
{l + mcf zQ =  dc ⑶

が得られる。（6 ) 式，（7 ) 式および（8 ) 式はそれぞれ，y ，z, に関する限界便益と限界費用

との均等化条件である。これら（4 ) 式 〜 （8) 式の最大化条件において二階の条件は満足されてい 

る。

一方，国際的排出権取弓Iにおける排出権の需給均衡条件，共同実施における排出権の需給均衡条 

件は以下の通りである。

Qjx + d Ay + {6； +  l c ~ ^ J ) z = E  (9)
mj  =  m c (10)

( 4 ) 式 〜 （10) 式を満足するようにのQ, x ,  y, z, m ；, m c の需給均衡値が決定され，体系 

が閉じる。以下では，q, Q, x ,  y,  2 の需給均衡値を，それぞれ，( f ,  Q*, x*,  z/*,， と表記

し，mj,  m c の需給均衡値については両者が一致しているので，ともにw * と表記する。

C 国が温暖化ガス排出権供給国である条件および内点解を保証する条件

本研究では，我国政府の共同実施推進開始がもたらす影響の分析が主眼である。そこで，S =  0 
の時に注目し，その際に国際的排出権取引においてC 国企業が温暖化ガス排出権供給国であるの 

かどうか，また内点解が保証されるのかどうかについて考える。

この場合におけるC 国の温暖化ガスの超過需要量はB - E c であるのでC 国が排出権供給者で 

あることを保証する十分条件は

( A l，） B - E c < 0

となる。以下では（A 1’）を仮定し，C 国が排出権供給者であるものとする。

一方，（5) ( 8 ) ( 1 0 ) 式より，共同実施における調整パラメタ一の均衡値と国際的排出権取

引における排出権価格の需給均衡値q* とは

= dcd] + d c «  + s') (11)

を通じて互いに閨係づけられる。この式は，共同実施に伴う費用を考慮に入れた上での排出県取引 

と共同実施の裁定条件を示している。

この関係を用いることにより，国際的排出権取引における温暖化ガス排出権の均衡総超過需要量 

8)X * -\~ ^ %~)z* — E  は

⑷+ 綠 ))p
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-(垂 +垂 +击 杏 ⑷ +綠 )2)，- £
と表現される。よって，， が内点解となることを保証する十分条件は

(击 + * + 知 + 緣 ))p > £
となる。

全ての正のm * に対して必+队一必1+  m* > めが成立するので，

(A 2’） （吾 + 1 十 去 )尸〉五

を仮定し，q * が内点解となることが保証されるものとする。

このとき，（1 1 )式よりQ * も内点解となることが保証される。また，各国企業の生産量も内点 

解として定まる。

需給均衡値の決定

(5) (8 ) (1 1 ) 式より

(d； +  dc)( l  +  m*)2
q - " (e c - d j ) z *  s (12)

が得られるので，a*, Q*, x*, y*, z*, w * を未知数とする（4 ) 〜 （10) の方程式体系は 

とダを未知数とする以下の2 本の方程式体系に帰着する。

(奈 + 差 「+ I ) P - ( | + 县 ダ )2 - 扣 ㈧ + 1 ^ ) パ = 五 ⑶

(Oc~ 6 j ) (P~2ccz*)z*  — c/c(1 +  w*)( w* 6j +  <9c) =  0 (14)
これらの2 式よりm * と2* が決定すると，（1 2 )式 によ りが決 定し，（4 ) 式および（6) 式 

によりr *，，が決定する。ま た （1 1 )式によりもまた決定して全ての均衡値が決まる。

( 1 3 )式は国際的排出権取引を均衡させるm * とZ の軌跡を表現している。こ の （13) 式を満た 

す m * とパの軌跡をE E 線と呼ぶこととする。m *が増加すると，他の事情が等しい限り，C 国 

企業の温暖化ガス排出権の供給量が増加する。温暖化ガス排出権供給量はダの減少関数であるの 

で，この供給増を相殺して需給を均衡させるにはZ が増加しなければならない。よってE E 線は 

図 1 のようなゴーm *平面上の右上がりの曲線として描かれる。このことは厳密には以下のように 

示される。

F  ニ (奈 + 1 + 1 ) ^ (普 + 要 ) ダ )2 1 )他 + 备

と定義すると，E E 線の傾きは
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図 1

dz* F m

ただし，如 K垂 + 昼 )养 楚 截 # _)2- 感 + 乾 知  

- 三- (垂 + 昼 )(m - - - ] 絲 ，

と表現される。Z > 0 , 桃* >  —1 の領域において於> 0，F 桃く 0 となるので，一̂ ^ > 0 が得られ， 

E E 線の傾きが正であることが確認される。

ま た （1 3 )式よりE E 線がU *，m*) =  ( 0 ,一1 )を通ることが確認されるので，E E 線は典型的に 

は図1 のように描かれる。

一方， ( 1 4 )式はC 国企業の利潤最大化のための桃* と2 * の軌跡を表現している。こ の （14) 
式を満たすm * とパの軌跡をC C 線と呼ぶこととする。（1 4 ) 式よりC C 線がU *，m*) =  ( 0 , -  1)， 
(0, ~ ~ ) を通る楕円であることが確認されるので，C C 線は典型的には図1 のように描かれる。

( 5 ) 図 1 およひ ' 図 2 に お い て 22 = 12/9c{ — a  +  -J a2 A j ^ d cただしぴ= (マ̂ — —卜!̂ c ) P  — E , 丨3 =

( t t ^ I キ ^ -:̂ ^ -でH この 2 2 が之1 と 2 3 の間に位置するためには， （14) 式左辺を 

G{z*, m*)  =  ( 0c -  O j ) { P - 2c cz*)z*  — d c( l  +  9； +  Be)
と定義した場合に， GU2, 0 ) > 0 が成立しなければならない。その条件は以下の通りである。

出 十 ト i - 》卜 警 吃 (普十昼 )(かふ〉

刈 2十影告十t ) ド—警 ]如极十 l ( f + 香 )(かふ )}
七… c d  c +  {ニ~ ~ \ - - ^ - ) { d j  +  d c ) } 2

尸が十分大きい場合にはこの間係が成立する。以下ではこの関係の成立を仮定することとする。
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需給均衡値は点e で表現される。

比較静学

ここにおいて，我国政府による共同実施推進の開始が需給均衡値に与える影響を明らかにするこ 

とが可能となる。我国政府による共同実施推進の開始はs のゼロからの微少増加として捉えられ 

る。s がゼロから微少に増加すると，他の事情が等しい限り国際的排出権取引において超過需要が 

発生する。この需要増を補って均衡を保つにはm * が増加するかあるいは2* が減少しなければな 

らない。よってs のゼロからの微少増加に伴ってE E 線は上方にシフトする。一方，C C 線は s と 

は無関係に定まっているのでs が変化してもシフトしない。

以上より，s のゼロからの微少増加に伴うE E 線およびC C 線のシフトの様子が図2 のように描 

かれ，新たな均衡点がe’へと移動する。

よって，s のゼロからの微少増加が之* およびm * に与える影響について

補題 1 : s のゼロからの微少増加に伴ってZ は減少し，m * は増加する。

という補題が得られる。

一方，（8 ) 式および（1 0 ) 式より， はパおよびm * の関数として

n * -  dc{ l  +  m*)2 h 、

Q —  ( 6 c - d j ) z *  U 5 j

と表現されるので，2 * の減少およびm * の増加に伴っては増加する。

また，（4 ) 式および（6 ) 式から得られるJ 国およびA 国の生産量などを（9) 式に代入するこ 

とにより，国際的排出権取弓Iの均衡条件がZ およびm * の関数として

図 2
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(16)

と表現される。Z の減少およびm * の増加に伴って国際的排出権取引における超過需要量は減少 

してが増加することをこの式は表している。

以上をまとめることにより，s のゼロからの微少増加が均衡価格体系に与える影響について

補題 2 : s のゼロからの微少増加に伴っては増加し，q * は減少する。

という補題が得られる。

また，需給均衡値を導出する以上の過程においてベースラインB は登場していないので，

補題 3 ：需給均衡値はベースラインB とは無関係に決定される。

と主張できる。

5 . 排出権取引 v s .技術移転：地球温暖化問題解決に向けての我国の役割

以上を基盤として，我国政府が我国企業への共同実施推進のための補助金供与を開始することが 

世界の経済厚生へ与える影響について考える。我国畋府は我国の高い温暖化ガス排出削減技術の移 

転を推進して共同実施を促進すべきであるのだろうか，あるいは，国際的排出権取引への我国企業 

の参加を推進すべきであるのだろうか。我国政府による共同実施推進は世界経済にどのような影響 

を与えるのであろうか。また，共同実施を行わず柔軟性措置として国際的排出権取引のみを活用し 

ている国へはどのような影響を与えるのであろうか。本節ではこれらのことを明らかにする。

我国政府による共同実施推進と各国の経済厚生

まず我国政府による共同実施推進の開始が各国の経済厚生へ与える影響を明らかにする。各国の 

経済厚生の定義は以下の通りである。J 国の経済厚生奶は J 国企業利潤からJ 国政府の補助金支 

払い s ( 5 — （め を 差 し 引 い た イ 直 と し て

Wj^7tj  — s (B  ~ ( 6 j +  2 +  m J} ) 2 )  (17)

であり，一方，A 国およびC 国の経済厚生はそれぞれ 7：c である。本研究のモデルでは，仮定 

により世界市場での財需要が無限に弾力的であるので，消費者余剰はゼロとなっている。

J 国政府による共同実施推進の開始が J 国の経済厚生の需給均衡値 W f 三 — —
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に与える影響を調べるために， W 7 をS で微分して5 =  0 で評価すると次式が得られ

る。

f 丨- = ( -か*， ， +乾 知 *)+及 眷 。

— ⑷ パ ) ^ ^ 。一び⑷ （19)
第 1 項は排出権取引への影響を，第 2 項および第3 項は共同実施への影響を表している。共同実 

施への影響のうち，第 2 項は調整ハ。ラメターの変化の影響，第 3 項は排出削減量の変化の影響であ

る。

各項の符号は様々である。第 1 項における( — eダ —( B —(e】+ f c ~ ^ i  ) z * + E j )は国際的排出権 

取引におけるj 国の超過需要量である。補題 2 より| | s=0< o が成立するので，国際的排出権に 

おいて j 国企業が排出権需要国であれば第1 項全体は正となり，排出権供給国であれば負となる。 

一方，補題 2 より^ - | s=o > 0 が成立するので，第 2 項 の 一 」dcdc ( B - ( d j +  d i  ) z * ) ^ ~  
|s=0は負となる。また，補題 1 より， が成立するので，第 3 項の一Q*(込+  l c ~ ^ i  ) 
4 _ | s=0は正となる。これらの三効果が複合して】国の経済厚生への効果を構成する。

一方，J 国政府による共同実施推進の開始がC 国の経済厚生の需給均衡値tcI に与える影響につ 

いて調べるためにC 国企業の需給均衡利潤t tS を s で微分してs =  0 で評価すると

智 B  +  —他 “  (20)

が得られる。この式における第1 項，第 2 項は，それぞれ，国際的排出権取引への影響，共同実施 

への影響を表している。第 1 項における一如 /* + 五c は国際的排出権取引におけるC 国企業の排 

出権供給量であり，C 国が排出権供給国という仮定により正である。また，補題 2 によりを し 。 

< 0 が成立するので，第 1 項は負となる。一方，補題 2 よ り が 成 立 す る の で ，第 2 項 

全体は正となる。両効果が複合してC 国の経済厚生への効果を構成する。

同様に，A 国企業の需給均衡利潤；d を s で微分してs = 0 で評価すると

s=0 ^  ( — (9.4 2/ *  +  E A)—p~\s=0 (2 1 )

が得られる。

—  A はA 国企業の排出権の超過需要量である。補題 2 により^ ^ < 0 が成立するので，

A 国が排出権需要者であれば^ ^ | 3=0> 0 となり，排出権供給者であれば^ 1 |s=o< 0 となる。こ 

のことは次の補題としてまとめられる。

補題 4 : s のゼロからの微少増加に伴って，A 国の経済厚生は，排出権需要者であれば増加し，排
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出権供給者であれば減少する。

共同実施推進による世界全体の経済厚生の変化量とその国際配分

これらの関係を基盤として，我国政府による共同実施推進開始によって世界全体の経済厚生が増 

加するのかどうか，する場合にはその増加量が共同実施参加国および不参加国の間でどのように配 

分されるのかを明かにすることができる。

世界全体の経済厚生灰は，各国の厚生の総和として

灰 三 ^i  + ル1 + 兀c 一 —( め H H ^  )z) (18)

と定義されるので，J 国政府が共同実施推進活動の開始が世界全体の経済厚生の需給均衡値に 

与える影響i | ^ | s=。は， ( 1 8 )式 〜 （2 0 ) 式の総和である。したがって

dW*  I _  n I 8c ~  dj \ dz*  I / r , r , \ds  丨れ。 — — G  ( め （2 2 )

が得られる。

補題 1 より，| U 。'くo が成立するので，

命題 1 : 我国政府による共同実施推進の開始によって世界全体の経済厚生が増加する。

という命題が得られる。

この命題1 は，我国政府が共同実施を推進し始めることが，世界にとって望ましいことを意味し 

ている。

共同実施推進に伴う経済厚生の増加が共同実施参加国および不参加国の間でどのように配分され 

るのかについて調べると以下のことがらが明らかとなる。

まず，A 国が温暖化ガス排出権供給国であるならば，補題 4 によりA 国の経済厚生が減少する。 

一方，（22) 式より世界全体の経済厚生は増加しているので，この場合，A 国以外の諸国の経済厚 

生の総和は必ず増加する。 したがって，

命題 2 ：共同実施不参加国が温暖化ガス排出権供給国であるならば，共同実施推進の開始によって， 

共同実施参加国の経済厚生の総和が増加する一方で，共同実施不参加国の経済厚生は減少する。

という命題が成立する。

一方，A 国が排出権需要国であるならば，補題 4 によりA 国の経済厚生が増加する。一方， 

( 2 2 )式より世界全体の経済厚生増加水準が一 (体 今）̂| - | s=0となっているので，この
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水準をA 国の経済厚生の増加水準（一 |s=0が上回らない限り，J 国とC 国の経済厚 

生の総和，A 国の経済厚生がそれぞれ増加すると結論づけられる。したがって，

命題 3 ： - Q * ( t h +  —ルy* + 凡O f  U o > 0 が成立する場合には，共同実施参

加国の経済厚生の総和，共同実施不参加国の経済厚生がそれぞれ増加する。

という命題が成立する。

6 . おわりに

本研究では，我国が国際的排出権取引に積極的に参加すべきか，あるいは，共同実施を行って温 

暖化ガス排出削減技術の移転に努めるべきかについて，三国から構成される国際経済モデルを構築 

して理論分析を行った。得られた結論は以下のように要約される。

( 1 ) 我国政府が共同実施推進を開始することによって世界全体の経済厚生が増加する。

( 2 ) 共同実施不参加国が温暖化ガス排出権供給国である場合には，我国政府による共同実施推進 

開始に伴って，共同実施参加国の経済厚生の総和が増加する一方で，共同実施不参加国の経済 

厚生が減少する。

( 3 ) 共同実施不参カ卩国が温暖化ガス排出権需要国であり，かつ排出権需要量が少ない場合には， 

我国政府による共同実施推進の開始に伴って共同実施参加国の経済厚生の総和，共同実施不参 

加国の経済厚生がそれぞれ増加する。

財の需要関数の一般化，C D M や国内対策を考慮に入れた分析への拡張などが今後の課題である。

(経済学部助教授）
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